
パワハラによる適応障害の診断から約1年3カ月後のパニック障害の発症とパワハラ行為との間には相当因果関係が認められる
（東海交通機械事件　名古屋高裁　令5.8.3判決）
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●海外赴任者の帯同家族の就労を認める必要があるか
●海外赴任先で社員が身柄を拘束された場合、どう対応すべきか
●企画業務型裁量労働制の導入に当たり、みなし労働時間の「適切な水準」をどう判断すべきか
●社内での暴行により停職中の従業員が許可なく被害者に接触を図った場合、どう対応すべきか
●パートタイマーに副業・兼業を認める場合、労働時間管理はどのように行えばよいか
●既婚社員からトランスジェンダーであることを伝えられた場合、どう対応すべきか
●顧客から付きまといやセクハラを受けている従業員に会社はどう対応すべきか
●社員により退職手続きの期間に差を設けることは問題か
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